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佐用町農業委員会
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　椿祐樹さん（安川）は、佐用高等学校農業科学科を卒業し、農業資材会社で無人ヘリの整
備や操縦、販売などの仕事に従事していました。「農薬散布に限らず、生育調査など、より幅
広い業務にチャレンジしたい」という思いから、平成 30 年に独立し起業。現在は、無人ヘリ・
ドローンを使った防除、操縦の教習、防災業務などを行っています。
　ドローンは農薬散布だけでなく、施肥や種籾の直播ができ、無人ヘリに比べ小規模な団地
でも活用できるのがメリットの一つです。
　「新しい分野を切り拓いていく可能性にやりがいを感じる」と椿さん。「『空』からの新しい
道具は、効率化、省力化にもつながる。農家のみなさんに、空から喜びと感動を届けられる
よう取り組みます」と意気込みを新たにしていました。



知
っ
て
得
す
る
農
業
者
年
金

農
業
者
年
金
制
度
が
一
部
改
正
さ
れ
、
よ
り
便
利
に
な
り
ま
す
！
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→

農
業
者 

年
金
制
度
と
は
？

　

農
業
者
年
金
制
度
と
は
、「
農
業
者

の
老
後
の
生
活
の
安
定
及
び
福
祉
の
向

上
と
農
業
者
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
」

を
目
的
と
す
る
公
的
年
金
で
、
農
業
者

に
広
く
門
戸
が
開
か
れ
た
制
度
で
す
。

　

農
業
委
員
会
組
織
と
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ

が
政
府
に
働
き
か
け
て
、１
９
７
０（
昭

和
45
）
年
に
農
業
者
年
金
制
度
が
創
設

さ
れ
ま
し
た
。
２
０
０
２
（
平
成
14
）

年
に
現
在
の
制
度
と
な
り
、
農
業
委
員

会
組
織
、
Ｊ
Ａ
組
織
が
連
携
し
て
周
知

徹
底
と
加
入
推
進
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

農
業
者
の
豊
か
な
老
後
を
支
え
る
農

業
者
年
金
は
、
経
済
社
会
情
勢
が
変
化

し
て
も
変
わ
ら
ぬ
魅
力
を
持
ち
続
け
て

い
ま
す
。

★
農
業
者
年
金
加
入
要
件

①
国
民
年
金
第
1
号
被
保
険
者
（
国
民

　
年
金
保
険
料
納
付
免
除
者
を
除
く
）

②
年
間
60
日
以
上
農
業
に
従
事

③
65
歳
未
満

　

農
業
に
従
事
す
る
方
な
ら
広
く
加
入

で
き
る
終
身
年
金
で
す
。
少
子
高
齢
時

代
に
強
い
積
立
方
式
・
確
定
拠
出
型
で
、

保
険
料
は
い
つ
で
も
千
円
単
位
で
自
由

に
変
更
で
き
ま
す
。
80
歳
到
達
前
に
亡

く
な
ら
れ
た
場
合
は
、
遺
族
に
死
亡
一

時
金
が
支
払
わ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
農
業

者
に
は
保
険
料
の
国
庫
補
助
が
あ
り
ま

す
。

農
業
者
年
金
制
度
の
一
部
改
正

　

今
年
、
農
業
者
年
金
制
度
が
一
部
改

正
さ
れ
、
さ
ら
に
便
利
に
な
り
ま
す
。

（
表
①
）

改正前 改正後 施行日

【１】納付下限額の引下げ ２万円から 35 歳未満の※一定の要件を満たす方は、1 万円から 令和 4 年 1 月 1 日

【２】加入可能年齢の引上げ

【加入可能年齢等の加入要件】 
20 歳以上 60 歳未満 かつ 国民
年金第 1 号被保険者 かつ 年間
60 日以上農業に従事

【加入可能年齢等の加入要件】
左部要件 または 
60 歳以上 65 歳未満 かつ 国民年金第 1 号被保険者

（任意加入被保険者） かつ 年間 60 日以上農業に従事
令和 4 年 5 月 1 日

【３】受給開始時期の選択肢
　　  の拡大

① 65 歳到達または
② 60 歳以上 65 歳未満で繰り上
　げ請求をした日

① 65 歳以上の者から支給の請求があった日 または 
②支給の請求せずに 75 歳に達したとき または 
③ 60 歳以上 65 歳未満で繰り上げ請求をした日 
※ただし、改正は昭和 32 年 4 月 2 日以降に生まれ
た方のみが対象であり、それ以前に生まれた方は従
来のとおり。

令和 4 年 4 月 1 日

表①　制度の一部改正内容

※一定の要件を満たす方：左ページ上段「★政策支援加入要件」③の

区分 1 ～ 4 に該当しない方、区分 1 または 2 以外の農業を営む者の

農業に常時従事している後継者として指定された直系卑属でない方
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→

公
的
年
金
な
ら
で
は
の
税
制
上

の
優
遇
措
置
で
節
税
を

　

農
業
者
年
金
の
保
険
料
は
2
万
円

（
一
定
の
要
件
を
満
た
す
方
は
1
万
円
）

か
ら
6
万
7
千
円
ま
で
、
自
由
に
選
択

で
き
ま
す
。
ま
た
、
保
険
料
の
額
は
い

つ
で
も
見
直
し
可
能
で
す
。（
保
険
料

の
国
庫
補
助
を
受
け
て
い
な
い
場
合
に

限
る
。）
支
払
っ
た
保
険
料
は
、
同
一

生
計
の
家
族
の
分
を
含
め
た
全
額
が
社

会
保
険
料
控
除
の
対
象
と
な
り
、
大
き

な
節
税
効
果
を
得
ら
れ
ま
す
。
そ
の
た

め
、
農
業
収
入
が
多
い
時
に
保
険
料
を

増
額
、
少
な
い
時
は
減
額
す
る
こ
と
で
、

よ
り
大
き
な
節
税
効
果
を
得
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

　

ご
加
入
を
検
討
さ
れ
る
方
は
、
農
業

者
年
金
基
金
ま
た
は
農
業
委
員
会
事
務

局
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

独
立
行
政
法
人
農
業
者
年
金
基
金

　

専
門
相
談
員

　
　
　

☎
０
３-

３
５
０
２-

３
１
９
９

表②　政策支援加入区分　（保険料月額２万円）

区分 必要な要件
35 歳未満 35 歳以上

本人負担 国庫補助 本人負担 国庫補助

1 認定農業者で青色申告者 1 万円 1 万円 1 万 4 千円 6 千円

2 認定就農者で青色申告者 1 万円 1 万円 1 万 4 千円 6 千円

3 区分 1 または 2 の者と家族経営協定を締結し、経営に参画している配偶者または後継者 1 万円 1 万円 1 万 4 千円 6 千円

4 認定農業者または青色申告者のいずれか一方を満たす者で、3 年以内に両方を満たすことを約束した者 1 万 4 千円 6 千円 1 万 6 千円 4 千円

5 35 歳まで（25 歳未満の場合は 10 年以上）に区分 1 の者となることを約束した後継者 1 万 4 千円 6 千円 －

※区分 3 及び区分 5 の「後継者」は経営主の直系卑属である必要があります。				  
※ 35 歳未満で加入した者は、35 歳から自動的に 35 歳以上の額に変更されます。			 
※区分 1 ～ 5 のそれぞれの要件に該当しなくなった場合、他の区分（国庫補助額が減額になることがあります）または通常の保険
料への変更が必要です。					   
※保険料の国庫補助が受けられる期間は、ア）35 歳未満であれば要件を満たしているすべての期間、イ）35 歳以上であれば 10 年
以内とされ、通算して最長 20 年となっています。		

　保険料の国庫補助を受けた場合、年金額は①特例付加年金（国庫補
助+運用益）と②農業者老齢年金（保険料+運用益）になるんだ。
　若い時から加入することで、少ない月々の負担でも二段構えで老後
生活に備えられるのは魅力的だね。
①特例付加年金：国庫補助分の年金　②農業者老齢年金：本人負担分の年金

若
い
農
業
者
に
手
厚
い
政
策
支

援
（
保
険
料
の
国
庫
補
助
）

　

39
歳
ま
で
に
農
業
者
年
金
に
加
入
す

れ
ば
、
必
要
な
要
件
を
満
た
し
た
と
き

か
ら
、国
庫
補
助
（
最
大
月
額
1
万
円
）

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

保
険
料
の
国
庫
補
助
を
受
け
ら
れ
る

期
間
は
最
長
20
年
間
で
、
期
間
を
過
ぎ

た
場
合
は
通
常
の
保
険
料
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
国
庫
補
助
を
受
け
て
い
る
間
の

保
険
料
は
月
額
2
万
円
（
国
庫
補
助
額

を
含
む
）
で
固
定
さ
れ
、
加
入
者
が
負

担
す
る
保
険
料
は
2
万
円
か
ら
国
庫
補

助
額
を
差
し
引
い
た
額
に
な
り
ま
す
。

　

保
険
料
補
助
は
通
常
加
入
の
要
件
に

加
え
、
次
の
3
つ
の
要
件
を
満
た
す
方

が
受
け
ら
れ
ま
す
。

★
政
策
支
援
加
入
要
件

①
60
歳
ま
で
に
保
険
料
納
付
期
間
が
20

　

年
以
上
見
込
ま
れ
る
こ
と
。

②
必
要
経
費
な
ど
を
控
除
し
た
後
の
農

　
業
所
得
が
９
０
０
万
円
以
下
で
あ
る

　
こ
と
。（
配
偶
者
、
後
継
者
の
場
合

　
は
支
払
い
を
受
け
た
給
料
等
）

③
区
分
1
～
5
（
表
②
）
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
人
。



農業委員会からの
お知らせ

　

農
地
に
関
す
る
許
可
申
請
の
締
め
切
り
は
、
毎
月

末
で
す
。

　

3
月
委
員
会
分　

2
月
28
日
㊊

　

4
月
委
員
会
分　

3
月
31
日
㊍

　

5
月
委
員
会
分　

4
月
28
日
㊍

　　 許
可
申
請
締
切
日

全
国
農
業
新
聞
を
購
読
し
ま
せ
ん
か

利
用
権
設
定
で
安
心
し
て
貸
し
借
り
を

　

全
国
農
業
新
聞
は
、
農
業
委
員
会
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

発
行
す
る
週
刊
の
農
業
専
門
誌
で
す
。
農
業
者
の
幅
広

い
情
報
を
週
刊
で
発
信
し
て
い
ま
す
。

■
様
々
な
問
題
に
、
じ
っ
く
り
鋭
く
迫
り
ま
す

　

週
刊
誌
の
特
性
を
生
か
し
て
、
企
画
を
重
視
し
じ
っ

く
り
と
解
説
を
し
ま
す
。
ま
た
、
農
政
・
時
事
・
経
営

問
題
に
は
鋭
く
斬
り
込
み
、
1
週
間
の
農
業
・
農
政
の

動
き
を
分
か
り
や
す
く
ま
と
め
て
い
ま
す
。

■
充
実
し
た
経
営
情
報
と
流
通
の
現
場
情
報
を
伝
え
ま

す
　

激
変
・
変
革
の
時
代
。
専
業
・
兼
業
を
問
わ
ず
農
業

経
営
に
と
っ
て
「
情
報
」
が
命
で
す
。「
経
営
・
技
術
・

　

利
用
権
設
定
は
、
農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
に
基

づ
く
農
地
の
貸
借
契
約
で
す
。
こ
の
制
度
を
利
用
す
る

こ
と
に
よ
り
、
安
心
し
て
農
地
の
貸
し
借
り
が
で
き
ま

す
。
ま
た
、
手
続
き
に
つ
い
て
も
簡
単
な
申
込
み
で
農

地
の
貸
し
借
り
が
で
き
ま
す
。

メ
リ
ッ
ト

①
農
業
委
員
会
が
貸
し
借
り
の
管
理
を
行
う
の
で
、
安

心
し
て
貸
し
借
り
が
で
き
ま
す

②
貸
し
た
農
地
は
、
契
約
時
に
決
め
た
期
限
が
来
れ
ば

必
ず
返
っ
て
き
ま
す

③
農
業
経
営
の
規
模
拡
大
が
簡
単
に
で
き
ま
す

④
貸
借
期
間
中
は
安
心
し
て
耕
作
が
で
き
ま
す
（
途
中

解
約
に
は
双
方
の
合
意
が
必
要
で
す
）

⑤
終
期
が
近
づ
け
ば
、
農
業
委
員
会
か
ら
お
知
ら
せ
し

ま
す

流
通
」で
、経
営
に
役
立
つ
旬
の
情
報
を
お
届
け
し
ま
す
。

■
地
域
を
元
気
に
す
る
情
報
を
提
供
し
ま
す

　

地
域
別
の
中
山
間
農
業
や
ブ
ラ
ン
ド
化
な
ど
の
地
域

農
業
の
活
性
化
事
例
や
、
鳥
獣
害
対
策
に
つ
い
て
提
供

し
ま
す
。

■
月
4
回
金
曜
日
発
行

■
月
７
０
０
円
（
税
込
）

　

申
込
み
を
検
討
さ
れ
る
方
は
、
地
域
の
農
業
委
員
、

農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員
ま
た
は
農
業
委
員
会
事
務

局
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

information
問℡ 82-0667

　

申
請
書
は
、
農
業
委
員
会
に
備
え
て
い
ま
す
の
で
、

貸
し
借
り
を
さ
れ
る
場
合
に
は
ご
相
談
く
だ
さ
い
。


